
 

 

 

 

 

 

 

株式交換に係る事前開示書類 
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2025 年 8 月 8 日 

 

AppBank 株式会社 

  



 

2025 年 8 月 8 日 

 

株式交換に係る事前開示書類 

（会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 193 条に基づく開示事項） 

 

 東京都新宿区新宿一丁目 19番 10 号 301 

 AppBank 株式会社 

 代表取締役社長 白石 充三 

 

当社及び株式会社 PWAN（以下「PWAN 社」といいます。）は、2025 年 8 月 4 日付で株

式交換契約書（以下「本契約」といいます。）を締結し、当社を株式交換完全親会社、

PWAN 社を株式交換完全子会社、効力発生日を 2025 年 9 月 1 日とする株式交換（以下

「本株式交換」といいます。）を行うことにいたしました。 

本株式交換に関する会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 193 条に基づく開示事

項は、以下のとおりです。 

 

1. 株式交換契約の内容（会社法第 794 条第 1 項） 

別紙 1 に記載のとおりです。 

 

2. 会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての相当性に関する事項

（会社法施行規則第 193 条第 1 号） 

別紙 2 に記載のとおりです。 

 

3. 株式交換に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 193 条第 2

号） 

該当事項はありません。 

 

4. 株式交換完全子会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 193 条第 3 号） 

(1) 株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容（会社法施行規則第

193 条第 3 号イ） 

別紙 3 に記載のとおりです。 

 

(2) 株式交換完全子会社の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書

類等の内容（同号ロ） 

該当事項はありません。 

 

(3) 株式交換完全子会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（同号ハ） 



 

PWAN 社は、2025 年 8 月 4 日、当社との間で、当社を株式交換完全親会社と

し、PWAN 社を株式交換完全子会社とする本株式交換を行うことについて取締役

決定を行い、同日、本株式交換契約を締結いたしました。 

 

5. 株式交換完全親会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務

の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第

193 条第 4 号イ） 

当社は、2025 年 8 月 4 日開催の取締役会において、PWAN 社との間で、当社を株式

交換完全親会社とし、PWAN 社を株式交換完全子会社とする本株式交換を行うことを

決議し、同日、本株式交換契約を締結いたしました。 

当社は、同日開催の取締役会において、musica lab 株式会社との間で、当社を株式交

換完全親会社とし、musica lab 株式会社を株式交換完全子会社とする本株式交換を行う

ことを決議し、同日、本株式交換契約を締結いたしました。 

 

6. 株式交換が効力を生ずる日以後における株式交換完全親会社の債務（会社法第 799 条

第 1 項の規定により株式交換について異議を述べることができる債権者に対して負担

する債務に限る。）の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 193 条第 5 号） 

会社法第 799 条第 1 項の規定により株式交換について異議を述べることができる債

権者は存在しないため、該当事項はありません。 

 

以 上 

 

  



 

別紙 1（株式交換契約書） 

 

株式交換契約書 

 

AppBank株式会社（以下「甲」という。）及びPWAN社（以下「乙」という。）は、2025年8月4日

（以下「本締結日」という。）付で、以下のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結す

る。 

 

第1条（株式交換の方法） 

甲及び乙は、本契約に定めるところに従い、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社とす

る株式交換（以下「本株式交換」という。）を行い、甲は、乙の発行済株式の全部を取得する。 

 

第2条（商号及び住所） 

甲及び乙の商号及び住所は、次の各号に掲げるとおりである。 

(1) 甲（株式交換完全親会社） 

商号：AppBank株式会社 

住所：東京都新宿区新宿一丁目19番10号301 

(2) 乙（株式交換完全子会社） 

商号：株式会社PWAN 

住所：福岡県福岡市博多区博多駅前四丁目17番15号 

 

第3条（効力発生日） 

本株式交換が効力を生ずる日（以下「本効力発生日」という。）は、2025年9月1日とする。ただ

し、株式交換手続の進行に応じ必要があるときは、甲乙が協議の上、これを変更することができる。 

  

第4条（本株式交換に際して交付する株式の数及びその割当てに関する事項） 

1. 甲は、本株式交換に際して、本効力発生日の前日の最終の乙の株主名簿に記載された乙の株主

（以下「本割当対象株主」という。）に対して、その所有する乙の株式数の合計数に10を乗じ

た数の甲の普通株式を交付する。 

2. 甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対し、その保有する乙の株式1株につき、甲の普

通株式10株の割合をもって割り当てる。 

3. 前二項の規定に従い本割当対象株主に対して交付する甲の普通株式の数に1株に満たない端数が

ある場合には、甲は、会社法第234条その他の関連法令の規定に従い処理する。 

 

第5条（資本金及び準備金の額に関する事項） 

本株式交換に際して増加する甲の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第39条に定めるところに従

って、甲が適当に定める金額とする。 

 

第6条（株主総会における承認） 

甲及び乙は、本効力発生日の前日までに、本株式交換に必要な株主総会の承認を得るものとする。 

 

 第7条（善管注意義務） 

甲及び乙は、本締結日から本効力発生日までの間、善良なる管理者の注意をもって自らの業務を執行

するとともに、資産及び負債を管理し、その他その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為をする

場合には、あらかじめ相手方の同意を得なければならない。 
 

第8条（本契約の変更及び解除） 

甲及び乙は、本締結日から本効力発生日までの間、天災地変その他の事由により、甲又は乙の資産状

態若しくは経営状態に重要な変更が生じたとき又は本契約の目的の達成が困難になったときは、協議の



 

上、本株式交換の条件その他本契約の内容を変更し、又は本契約を解除することができる。 

 

第9条（本契約の効力） 

本契約は、本効力発生日の前日までに、第6条に従い、甲又は乙の株主総会の決議による承諾が得ら

れなかった場合には、その効力を失う。 

  

第10条（管轄裁判所） 

本契約に関する一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。   

 

第11条（誠実協議） 

契約に定めるもののほか、本株式交換に必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙が協議の上、

これを定める 

 

2025年8月4日 

 

甲：東京都新宿区新宿一丁目19番10号301 

AppBank株式会社 

代表取締役社長 白石 充三 

 

乙：福岡県福岡市博多区博多駅前四丁目17番15号 

株式会社PWAN 

代表取締役 三好 正洋 

 

 

 

  



 

別紙 2（会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての相当性に関する

事項） 

(1) 交換対価の相当性に関する事項 

① 本株式交換に係る割当ての内容 

 AppBank株式会社 

（株式交換完全親会社） 

PWAN社 

（株式交換完全子会社） 

株式交換比率 １ 0.1 

株式交換により交付する株式数 当社普通株式1,000,000株 

（注１）本株式交換に係る割当比率（以下、本議案において「本株式交換比率」といいま

す。）  

当社は、PWAN社の普通株式１株に対して、当社普通株式10株を割当交付します。  

（注２）本株式交換により交付する株式 

当社は、本株式交換に際して、当社普通株式1,000,000株を、当社がPWAN社の発行

済株式の全てを取得する時点の直前時のPWAN社の株主に対して割当交付する予定

です。なお、本株式交換による交付する当社普通株式については、新たに普通株式

の発行を行う予定です。  

 

② 割当ての内容の根拠及び理由 

当社は、本株式交換に用いられる株式交換比率の算定にあたって、公平性・妥当性を

確保するため、当社及びPWAN社から独立した第三者算定機関である、株式会社プルー

タス・コンサルティング（以下、「プルータス」といいます。）にPWAN社の株式価値

の算定を依頼することとし、2025年８月１日付で、「PWAN株価算定書」（以下、「本

算定書（PWAN）」といいます。）を取得いたしました。 

当社は、プルータスから提出を受けた本算定書（PWAN）記載の株式価値を参考に、

両社の財務状況、資産状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、PWAN社

との間で真摯に協議・検討を重ねてきました。本株式交換比率は、当社およびプルータ

スの本算定書（PWAN）に基づいた株式交換比率レンジ内であり、それぞれの株主の皆

様にとって妥当であり、株主の皆様の利益を損ねるものではないとの判断に至ったた

め、本株式交換比率により本株式交換を行うこととしました。 

 

③ 算定に関する事項 

当社の株価は、当社が東京証券取引所グロース市場に上場しており、市場株価が存在

していることから、市場株価法を用いて算定を行いました。市場株価法においては、

2025年７月18日を基準日として、東京証券取引所グロース市場における終値及び基準日

までの１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ月間における株価終値単純平均値（１ヶ月間：

108.8円、３ヶ月間：104.1円、６ヶ月間：96.7円）を基に算定しております。その結

果、３か月平均の株価の単純平均値と基準日の終値のどちらか低い株価を用いることと

し、算定の結果、基準日の終値である105円を採用いたしました。これにより算定され

た当社の普通株式の１株当たりの株式価値は以下のとおりです。 

算定方法 算定結果 



 

市場株価法 105円 

 

PWAN社については、非上場会社であり市場株価が存在しないことから、将来の事業

活動の状況を算定に反映するため、ディスカウント・キャッシュフロー法（以下「DCF

法」といいます。）を用いて株式価値の算定をしております。PWAN社の事業計画によ

りますと、大幅な増減益を見込んでいない計画となっておりますが、2026年12月期以降

の着実な増益効果を見込んでおります。具体的には、不要不急な外注費および社内経費

の見直しを実施することに伴い、効率的な資源配分を進めることを事業計画に反映する

ことで、資本効率性の改善に寄与することによる費用構造の最適化を図る計画となって

おります。 

その結果、PWAN社の１株当たりの株式価値の評価レンジは以下の通りです。 

算定方法 算定結果 

DCF法 929円～1,586円 

類似会社比較法 577円～1,412円 

 

当社とPWAN社は、以上の算定結果に基づき、当社の１株あたりの株価を105円、

PWAN社の１株あたりの株価を1,050円と評価して、交渉および協議を重ねた結果、本株

式交換の株式交換比率を(1)①に記載の比率のとおり合意しました。   
 

④ 公正性を担保するための措置 

当社は、本株式交換における株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、上記に

記載のとおり、両社から独立した第三者算定機関であるプルータスにPWAN社の株式価

値の算定を依頼し、2025年８月１日付で、本算定書（PWAN）を取得いたしました。そ

の算定結果を参考にして、当社とPWAN社との間で真摯に協議・交渉を行い、その結果

合意された株式交換比率により本株式交換を行うこととしました。 

以上のことから、当社の取締役会は、本株式交換に関する公正性を担保するための措

置を十分に講じているものと判断しております。なお、当社は、上記第三者算定機関か

ら、公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）の取得はしておりません。 

 

(2) 本株式交換に際して増加する当社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

本株式交換に際して増加する当社の資本金、資本準備金及び利益準備金の額は以下の

とおりであります。この取り扱いは、本株式交換後の当社の資本政策その他諸事情を総

合的に考慮・検討し、法令の範囲内で決定したものであり、相当であると考えておりま

す。 

① 増加する資本金の額：金0円 

② 増加する資本準備金の額：会社計算規則第39条に定めるところに従って、当社が

適当に定める金額 

③ 増加する利益準備金の額：金0円 

 

  



 

別紙 3（株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容） 

 

貸 借 対 照 表 

（2024年12月31日現在） 
株式会社PWAN 

（単位：円） 

科   目 金  額 科   目 金  額 

(資産の部）  （負債の部）  

流動資産 119,437,802 流動負債 80,986,203 

現金及び預金 16,460,061 買掛金 18,502,401 

売掛金 41,077,844 未払金 9,828,960 

商品及び製品 3,370,770 未払費用 3,321,766 

未収入金 2,865,373 短期借入金 46,230,739 

貯蔵品 325,089 未払法人税等 151,000 

立替金 39,018,688 未払消費税等 1,944,900 

前払費用 16,019,977 前受金 368,499 

短期貸付金 300,000 預り金 498,841 

  クレジットカード 139,097 

固定資産 680,177,979 固定負債 206,470,000 

有形固定資産 2,765,045 長期借入金 206,470,000 

無形固定資産 59,504,600 負債合計 287,456,203 

投資その他の資産 5,908,334 （純資産の部）  

  資本金 10,000,000 

  利益剰余金 △109,840,422 

  その他利益剰余金 △109,840,422 

  繰越利益剰余金 △109,840,422 

  純資産合計 △99,840,422 

資産合計 187,615,781 負債純資産合計 187,615,781 

 

 

  



 

損 益 計 算 書 

(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日） 

株式会社PWAN   

（単位：円） 

科  目 金  額 

売上高  326,645,463 

売上原価  194,833,872 

売上総利益  131,811,591 

販売費及び一般管理費  124,318,600 

営業利益  7,492,991 

営業外収益  161,054 

受取利息 30,195  

雑収入 130,859  

営業外費用  3,107,683 

支払利息 2,736,898  

雑損失 370,785  

経常利益  4,546,362 

特別損失   

税引前当期純利益  4,546,362 

法人税等  151,325 

当期純利益  4,395,037 

 

 
  



 

株主資本等変動計算書 

(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日） 

株式会社PWAN 

（単位：円） 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本合計 
その他 

利益剰余金 利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

当期首残高 10,000,000 △114,235,459 △114,235,459 △104,235,459 △104,235,459 

当期変動額      

当期純利益  4,395,037 4,395,037 4,395,037 4,395,037 

当期変動額合計  4,395,037 4,395,037 4,395,037 4,395,037 

当期末残高 10,000,000 △109,840,422 △109,840,422 △99,840,422 △99,840,422 

 

  



 

個 別 注 記 表 

(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日） 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 最終仕入れ原価法を採用しております。 

 

固定資産の減価償却の方法 

法人税法の規定による償却法を採用しております。 

 
 
２．貸借対照表に関する注記 

 

有価固定資産の減価償却累計額 885,955円 

受取手形割引高 0円 

受取手形裏書譲渡高 0円 

 

３．一株当たり情報に関する注記 

 

一株当り純資産       -998円40銭 

一株当り当期純利益金額    43円95銭 

 

  



 

監 査 報 告 書 

2024年１月１日から2024年12月31日までの第18期事業年度に係る計算書類及びその附

属明細書に関して、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

なお、当会社の監査役は、定款第４条に定めるところにより、監査の範囲が会計に関

するものに限定されているため、事業報告を監査する権限を有しておりません。 

１．監査の方法及びその内容 

私は、取締役等から会計に関する職務の執行状況を聴取し、会計に関する重要な決裁

書類を閲覧いたしました。また、会計帳簿及びこれに関する資料を調査し、当該事業年

度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書について検討いたしました。 

２．監査の結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認めます。 

 

2025年2月19日 

 

株式会社PWAN 

監査役 細野 太一 

 

 

 

 


